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企業行動と消費者行動について
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（資料出所）経済産業省 平成22年2月25日付け第１回 産業構造審議会
産業競争力部会資料より。

・各種資料より経済産業省作成

（資料出所）経済産業省 平成22年2月25日付け第１回 産業構造審議会
産業競争力部会資料より。
・数値は経済産業省・厚生労働省・文部科学省「2009年版ものづくり白書」を
参照
国内企業には、関連会社・子会社および海外
(注１)情報通信機器産業、重電産業、半導体産業は売上高上位10社、化学
産業は売上高上位20社、セメント産業は売上高上位6社を対象。
(注２)決算数値は、親会社だけでなく、国内・海外子会社及び関連会社を含
めたグループ全体を対象としたもの。
(注３)利益率は各社の単純平均営業利益率(但し、情報通信機器産業のみ
当期利益率を使用、赤字企業は算出対象外)。
(注４)セメント産業・情報通信機器産業については当該事業以外を含む全社
ベースでの決算数値であり、重電産業については各社事業のうち、重電事
業に関するセグメントデータを記載。
(注５)セメント産業のうち、海外企業は2007年連結決算、国内企業は2008

年3月期連結決算数値を記載。
(注６)重電産業については、１米ドル＝113.63円、１ユーロ＝162.19円の為
替レートにて換算。
(注７)情報通信機器産業については、１米ドル＝112円にて換算。

海外企業と比較した日本企業の現状
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○ 日本企業は同一産業内にプレイヤーが多数存在しており、そのような要因もあって低収益体質となっている。

利益率の比較(5業種)

各産業の主要プレイヤーの概要



（資料出所）経済産業省 平成22年2月25日付け第１回 産業構造審議会産業競争力部
会資料より。

・小川紘一「プロダクト・イノベーションからビジネス・イノベーションへ」
(ＩＡＭ Ｄｉｓｃｕｓｓｉｎｏｎ Ｐａｐｅｒ Ｓｅｒｉｅｓ ♯１)

・ＪＥＩＴＡ「主要電子機器の世界生産状況」
・ＩＴ総研資料を加工

（注１）世界シェアは出荷ベースでの数値

（資料出所）経済産業省 平成22年2月25日付け第１回 産業構造審議会産業競争力部
会資料より。

・ DVDレコーダー ：JEITA「主要電子機器の世界生産状況」
・ DRAMメモリー ：WSTS

・ 携帯電話 ：JEITA「主要電子機器の世界生産状況」
・ リチウムイオン電池 ：IT総研資料を加工
・ カーナビ ： JEITA「主要電子機器の世界生産状況」

世界市場における日本のシェア

○ 新製品が世界市場で普及すると、日本の世界市場におけるシェアは相対的に縮小する傾向にあり、雇用の観点
からも国際競争力の向上が課題となっている。
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小売業事業所の営業時間の推移

○ 小売業の営業時間別の構成比の推移をみると、全体に営業時間の短い事業所の構成比が高まる一方、「終日営業」の
構成比も高まっている。
○ 従業者数の構成比をみると、営業時間が長い事業所で従業する割合が高まっている。

＊ 営業時間「不詳」の事業所は除外して構成比を算出。

（資料出所）経済産業省 『商業統計表』
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